
これまで、機関紙等でお伝えしてきました｢運転代行業の事務・権限の国から

都道府県への移譲（運転代行業の地方分権）」が、いよいよこの４月からスター

トします。そこで、これまでの情報をＱ＆Ａ形式でまとめましたので、ご覧く

ださい。※４月以降の都道府県の窓口も掲載しています。

皆さんは、「３割自治」という言葉を、

耳にされたことはありますか？

これは、日本では権限が中央に集中

しており、地方自治の自主性や独立

性が著しく損なわれている状態を

皮肉った言葉で、地方自治体の収入

(歳入)のうち地方税つまり自前の

収入が３割しかなく、残りの７割は

国からまわされる状態にあること

から言われ出した言葉です。

そして、このような状況から脱却

し、「これまでの国と地方自治体の

上下関係を、対等･協力関係にあら

ためて、地域のことはその地域で決

めることができるようにしよう」と

いうことで平成12年から施行され

たのが、地方分権一括法です。

この地方分権一括法の第４次一括

法において、警察庁と国土交通省共

管の「自動車運転代行業の適正化に

関する法律」において、国土交通省

が所管する事務・権限の一部につ

いても、地方自治体へ移譲されるこ

とになりました。

警察庁・国土交通省認可共済

ジェイ・ディ共済協同組合



「来る４月１日から施行される国から地方への事務･

権限移譲に向けて､運転代行業の健全化を阻害する

問題点を､都道府県ごとに検証し､その地域の損保､

共済の加入組合の垣根を超えて代行事業者が団結

し､行政に働きかけることが大切である。

また､変更届出義務や損害賠償措置等の義務を周知

徹底し､違反する悪質業者を排除するための自助努

力をなすべき絶好の機会であると捉えたい」

（平成２７年３月１日 公益社団法人全国運転代行協会主催
特別講習会にて 栃木県宇都宮市）

「平成２７年４月１日から運転代行業に

関して、国土交通省運輸局･運輸支局

が行っている事務･権限が、各都道府

県庁が窓口になり、いよいよ地元の人

たちが、自分たちの力で事業者の声を

行政に届けることができる時が来た。

全国の公益社団法人全国運転代行協

会の支部が中心となり、自治体との連

携を強めていくことが重要である」

（平成２７年２月１１日 宮崎県自動車代行事
業協同組合・公益社団法人全国運転代
行協会宮崎県支部共催　合同安全研修
会にて 宮崎県宮崎市）

≪国から都道府県へ移譲される事務・権限≫
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
（10）
（11）

都道府県公安委員会による認定又は認定の拒否に係る事前の協議・同意
都道府県公安委員会による認定の取消しに係る事前の協議・同意
都道府県公安委員会からの変更の届出の通知に係る受理
都道府県公安委員会からの認定証の返納の通知に係る受理
自動車運転代行業者による自動車運転代行業約款の届出に係る受理
自動車運転代行業を営む者に対する報告徴収及び立入検査
都道府県公安委員会による自動車運転代行業者等に対する指示に係る通知の受理
自動車運転代行業者に対する指示及び都道府県公安委員会に対する通知
都道府県公安委員会による営業の停止命令に係る要請
都道府県公安委員会による営業の停止命令に係る事前の協議・同意
都道府県公安委員会による営業の廃止命令に係る事前の協議・同意

法第５条第４項
法第７条第２項
法第８条第２項
法第９条第３項
法第１３条第３項
法第２１条第２項
法第２２条第１項
法第２２条第２項
法第２３条第２項
法第２３条第３項
法第２４条第２項

※「法」とは、「自動車運転
代行業の業務の適正化
に関する法律」のこと。
※営業停止等の基準、標
準約款など、事業者が順
守すべき事項の基準に
ついては、引き続き国土
交通省が策定。



これまで、機関紙等でお伝えしてきました｢運転代行業の事務・権限の国から

都道府県への移譲（運転代行業の地方分権）」が、いよいよこの４月からスター

トします。そこで、これまでの情報をＱ＆Ａ形式でまとめましたので、ご覧く

ださい。※４月以降の都道府県の窓口も掲載しています。

皆さんは、「３割自治」という言葉を、

耳にされたことはありますか？

これは、日本では権限が中央に集中

しており、地方自治の自主性や独立

性が著しく損なわれている状態を

皮肉った言葉で、地方自治体の収入

(歳入)のうち地方税つまり自前の

収入が３割しかなく、残りの７割は

国からまわされる状態にあること

から言われ出した言葉です。

そして、このような状況から脱却

し、「これまでの国と地方自治体の

上下関係を、対等･協力関係にあら

ためて、地域のことはその地域で決

めることができるようにしよう」と

いうことで平成12年から施行され

たのが、地方分権一括法です。

この地方分権一括法の第４次一括

法において、警察庁と国土交通省共

管の「自動車運転代行業の適正化に

関する法律」において、国土交通省

が所管する事務・権限の一部につ

いても、地方自治体へ移譲されるこ

とになりました。
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